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1. 序
複占企業が長期にわたって利潤を追求するときに，その投資額の各期ごとの
決定をゲーム論によって算出するのが本稿の目指すところである。
複占企業の生産に関するゲーム分析は殆ど無数に存在するが，投資行動のゲ
ーム論は少なく，特に時間を離散的に扱う差分ゲームによる投資戦略を論ずる
文献は皆無に近い！）。我々はこの空白の分野にいわゆるナッシュ均衡の立場で
一貫した分析法を適用し，方式と条件の変化に対応して動学解が変形する様子
を，具体例を用いて明らかにする。
まず次節において複占企業が一定の資本設備によって生産する場合のナッシ
＊本稿は関西大学学術研究（テーマ：「寡占経済戦略の動学ゲーム論的分析」）助成基金
による助成を受けた成果の一部分である。ここに謝意を表したい。
1)この分野の代表的な著作としての Friedman(1983)が，資本を明示的に扱って，
寡占企業の投資行動の定式を例示した部分は第7章 (18pp.)のみである。
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ュ均衡を，我々の分析の適入部として解説する。第 3節では自企業および相手
企業の資本蓄積による生産ナッシュ解への影響を考察して，第4節以降の投資
行動の動学分析にその成果を取り入れる。
複占企業の投資は相手企業の資本を認知しながら，互いにゲーム的に最適な
方式で決定される訳であるが，投資計画の全期間にわたる各期の投資額を初期
にすべて決定する方式（第4節にて論じる）と，各期の投資額を前期の資本状態に
依存させて決定する方式（第5節にて論じる）とがある。更に粗投資は非負でなけ
ればならないという条件を付けて同様の動学解を求める（第6節）。
2. 複占企業の生産のクールノー・ナッシュ解
いま或る商品の生産について，市場での占有率が二企業（企業1と企業2)によ
り合計百パーセントであるという複占(duopoly)の場合を考えよう。企業 i(i= 
1, 2)の生産量を y;, その商品の市場価格を Pと記す。簡単化のために，こ
の商品供給量は総生産量に一致するとし，価格が供給量に対して単調に低落す
るという逆需要関数を想定すると
p=p(yげY2)
P'<O 
?????（（
である。 さらに企業 t・の限界収益は他企業の生産が増えると減少するものと
想定する 2)。
が(py;)
ay沿Yi=p"yけP'<O(j~i) 
また企業 iの可変費用 V;はYiの関数
v;=v;(y;) (i=l, 2) (4) 
として， ここに限界費用は正値で， 生産と共に逓減することはないと想定す
る。すなわち
(3) 
v;'>O, v/'2:0 (i= 1, 2) (5) 
2) (1)・(2)・(3)は河合 (1979)での想定と同じである。
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さて任意の値 71(0<71<1)を選んで
7/早 yi/(yげY2)
と置き，両企業の粗利潤合計
冗=P・(y1+y2) -vi -v2 
を総生産について最大にする必要条件は， (6)を考慮に入れて，
d冗
O= =P'(yげ Y2)+p-71v1'-(l-71)約’
d(yげ Y2)
?
(6) 
(7) 
(8) 
となる。 (8)より協力解（パレート最適解）の総生産は次のように得られる。
Y1+Y2= 
P-TJvi'-(1→) V21
-p' 
そして
(9) 
d袖
d(yげ Y2)2 =P" (yげY2)+2が一7/気"-(1ー が約” (10) 
は(2), (3)および(5)に鑑みて負値をとるので， (9)の総生産が最大粗利潤
をもたらすことは保証される。各企業は生産の分担量に応じて利潤の分け前を
得るが， その総計は各企業が非協力的に生産する場合の総利潤より大きいこと
は周知のところであろう。
複占企業はその生産量を決めるに当って，互いに協力するよりはむしろ，各
企業単独の判断によって非協力的であるのが普通である。いままでの(1)式と
(4)式の状態において，企業 iがその粗利潤
冗;=py;-v; (i=l, 2) (11) 
を最大化するように生産量 y;を決めるとして，その時に相手の企業 jが生産
量を変えないと推測すると，所望の y;は必要条件(12)から求まる。
珈 i
O=-=p'y;+p-v;'(i=l, 2) 
ay; 
例えば(1)式が線形式(1')であれば
, P=a-/3(y1 +y2) (a, P>O) 
(12)式より求められる y;は次のようになる。
(12) 
(1') 
?
?
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a-v; 1 
y;= 
2P 
＿万Yi (i~j) (13) 
(1)式が非線形のときは(13)のように陽表的な y;式を(12)から直ちに導出す
ることはできない。
なお(12)式を充たす生産 y;が企業 iの最大利潤をもたらすことを保証する
ための 2階の条件(14)が， (2)・(3)・(5)により成立する。
a2冗i
ay;2 
=p"y;+2p'-v;''<O (i=l, 2) (14) 
必要条件式(12)の形状を描くために，まず i=lの(12)式の変分形をとると
P'~ ヵ(Jy1+ Jy2) + P'.d_ヵ+p'(J_ヵ+.dy2)-vi''.dy1=O 
となり，これを整理して， (2)・(3)・(5)を考慮すれば
年 I=P"Y1 +2P'ー約II=-1ー が一吋/<-1 
Lly1'1 -P"Y1 -p'P11Y1 +p' 
o>幻＝―P"yz-P'= ―1
dy1 f2 P"Y2 +2p'-vz" >-1 
1+ 
P'-vz'' 
p"yけP'
(15) 
を得る。同様に i=2の(12)式の変分形をとって次のように整理できる。
(16) 
いまか=1のときの(12)式から
Y1 =: 八（沿 (15')
を仮に導出したとすれば， (15)はJ,の微係数 J,'を表すことになる。同様に
i=2のときの(12)式から
必=/i知）
を導出したと考えて， (16)はJi'を表示する。
(15')と(16')は反応式と呼ばれ，それらを描いたものが図 1の曲線で， /1'と
/2'はそれぞれの曲線上の任意の点での接線の勾配を意味し， 絶対値をとれば
(16') 
前者は後者より大きい。
図1において両曲線は一点Cにて交わり， この点の座標 (y/,y/)がクー
ルノー解である。この解が存在して，しかも単一解であることは， (12)式を書
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?
地
(15') 
(16') 
?
Y/ 
図1 反応式とクールノー解
＂ ・1 
き換えた次の体系
F(y)== l―P'Y1 -p+v1'] = [ 0 
-p'y2-P+約I O) 
において， Fのヤコービアン行列
(17) 
F'(y)= 
[―P1Y1 -2P'+vi''-P"Y1 -p' 
-p"yzーP'-p"y2-2P'+v2"]
．が P行列となれば， 保証される3)。 ここで(2)・(3)・(5)を考慮すると，
F'(y)の行列式 Dは
(18) 
D= (p" Yi+ 2P'-vi") (p窃+2P'-v2")-(P'~ヵ+p')(p"yけP')>O (19) 
となり，確かに F'(y)は P行列である。
さてもし各企業が互いに相手企業の生産を予想して，自分の最適な生産を決
定するとし，その結果，互いに選んだ生産が予想したものと一致している場合
3)これはゲール・ニ階棠の globalunivalence定理を適用したもので，例えば Mu-
rata (1977), p. 258を参照すれば分かる。 P行列とはその行列のすべての主座小
行列式が正値をとる行列のことである。 (18)の主対角要素が正値をとることは(14)
より自明である。
?
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に，そのような生産の組をナッシュ均衡の生産と呼ぶ。図 1のC点におけるク
ールノー解は明らかにナッシュ均衡の生産であるので，この点をクールノー・
ナッシュ解，または簡単にナッシュ解と呼ぶ。
3. 生産ナッシュ解への資本蓄積の影響
前述の複占企業が投資活動を行うには，それらの企業が保有する資本を考慮
に入れて， 異時点間の利潤最大化を図らなければならない。従って企業 iの
可変費 V;もその生産 Yiと資本氏に依存する関数として
V;=V;(y;, K;) (i=l, 2) (20) 
と表現する。ここで y;の増大に伴ってむは増えるが，氏の蓄積は V;を減
少させると想定して，次のように表そう0。
v;Cl)苧 av; 
8y; >O, 
v;<2)奎巫<o
8K; 
(i=l, 2) (21) 
また限界可変費 v;Cl)は生産 y;の増大と共に逓減せず， 資本氏の蓄積に対
して逓減的であると考えられ，それらを
翌v/1)幸 20, 82v; 
8y;2 
v;e12)= 
8y;8K; <o (i=l, 2) (22) 
と記そう。これらの想定の下に， 複占企業のクールノー・ナッシュ解（生産の）
は
p'y;+p-v/lbO (i=l, 2) 
を充たすヵと必であり ((12)式を参照），それを
y,=h;(Ki, K2) (i=l, 2) 
(12') 
(23) 
と表示できることは， V;(l)が氏の関数であることから明らかである。
(23)を(12')式へ代入した式
P'(hげ h2油 +p(hげ h2)-v;<1)(h;,K;) =O (i=l, 2) (24) 
を氏に関して偏微分し，整理すると，
4)この節は Mino(1985)の前半に依拠するところが大きい。
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［五+2P'-v/11) P"hげP'](h1 (l)J = V1 (12) 
P"hけP'P"hz + 2P'-vzC11l h2 (l) l。］
が得られる。ただし
姉; 8h; h/1)=— h/2)=一 (i=l,2) 
8Ki'8K2 
(25)の解は次のようになる。
h/1) =D-1v1C12)(p"h2 +2p'-vzC11l)>O 
?
(25) 
(26) 
(27a) 
hP) = -D-1v1 C12) (P"hけP')<O (28a) 
また(24)を氏に関して偏微分し，上述と同じ仕方で整理して解を求めると
h2 C2) = D-1vzC12) (P" h1 + 2P'-vi en)) >O 
h1 C2) = -D-1v2c12)(p''hげ P')<O
(27b) 
(28b) 
を得る。ここに D は(19)の Dである。 (27a,b)は各企業の生産（ナッシュ解で
の）が自企業の資本蓄稜により拡大することを意味し， (28a,b)は他企業での資
本蓄積によりそれが縮小することを意味する。企業1での資本蓄積によるナッ
シュ解の生産拡大は， 図1で (15')式の曲線が右方へ移行することに対応す
る。
資本蓄積による生産拡大・縮小は更に各企業の利潤に影唇を及ぽす。生産の
ナッシュ解における企業 iの粗利潤（それを冗iNと記す）の式
吠 =P(hげ h2)h;-v;(h1,K1) (i=l, 2) 
において，各 h;は氏と氏の関数である。また
珈iN
8h1 
=0 (i=l,2) 
(29) 
(30) 
は冗iNの定義により自明である。いま(29)式を氏に関して偏微分し， (30) 
・(2)・(21)・(28)を考慮すると，次のようになる。
珈iN a冗iN3h; 珈iN
= +―-aK; 3h; 3K; 3K; 
=P'h;h炉ーv/2)>0 (i, j=l, 2; j~i) (31a) 
同様に(29)式を K;(j~i) に関して偏微分し， (30)• (2)・(27)を考慮に入れ
7 
8 
ると
閥西大學「艇清論集」第39巻第1号 (1989年4月）
紐 ;N a冗;N8h; 
8K; 8h; 8K; 
= P'h;h/f)<O (i, j=l, 2; j~i) (31b) 
となる。すなわち各企業の粗利潤（ナッシュ解での）は自企業の資本蓄積によって
増え，他企業のそれによって減る。
4. 複占企業の投資のオープン・ループ型ナッシュ解
さて前述の複占状態の企業 iが投資を行って， その異時点間の利潤総額の
現在価値を最大化する場合を考察しよう。第 t期における企業 iの資本を
K11, その粗投資を I1 と記し， 資本の減価償却率を毎期 1-0,とすると co<
0,<1), 資本の運動は次の式で示される。
Ku=0ぷi1-1+I11 (i=l,2) (32) 
粗投資を実現するための費用を
C11=C1CI11) (33) 
と表し，ここに Gは狭義凸性の増加関数と想定される。すなわち
C/>O, C/'>P (34) 
いま初期の資本が与えられている場合に， T期間にわたる異時点間の利潤総
額の現在価値
T 
A=:EPH如(K11,Ku)-C;(I;,)} (35) 
t-1 
を最大化するような litを求めたい。 ここでは簡単化のために冗;Nの代りに
冗iと記しており， pは前期価値への割引率である(O<p<1)5l。当面の問題は，
初期条件
K;o=一定 (i=l, 2) . . . (36) 
と(32)の制約の下に(35)の P;を最大化するように l1tを決定することである。
5) (35)は Fershtman-Muller(1984)の(2)式を離散形に変えたものである。
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この際に各企業は相手企業の投資行動を認知せずに，自企業の投資戦略を立て
るものと考えるので， 我々は二企業のナッシュ解を求めていることになる6)。
上述の投資計画を全期間にわたって，計画の初期に決定する方式をオープン
・ループ型と呼ぶ。これに対して，各期の投資を前期の資本状態に依存させつ
つ決定する方式をクローズド・ループ型またはフィードバック型と名付ける。
まずオープン・ループ型のナッシュ解としての投資決定について説明する。
(Kyd}and(1975), pp. 323-8を参照。）
いま(32)式に逐次代入を施して， t=lまで遡った展開式
t-1 
Kit=0/Ki0+エ貯lit-.- (i=l, 2) 
T=O 
(32') 
を(35)式へ代入すると， piは lu(t=l,…, T)の関数となる。オープン・ルー
プ型のナッシュ解を求めるには，各 iについてこの R関数を，各 tの luIこ
関して偏微分してゼロと置くことが必要である。例えば T=2の場合にこの
R関数は次のようになり，
P1(T=2)=冗;[81K10+ In, 8ぷ正I21J-C1U11)+P伝[812K10
＋佑l1-f:-l12, がK20十島121+ 122] -C; (Ii2)} 
これを l;1および l;2に関して偏微分し，それぞれをゼロと置くと，
O= 
8P;(T=2) 
8!;1 
＝冗il(il-Ci!'+ pO西 2(i)
O= 
8P;(T=2) 
a1;2 
=p{冗;2<0-C;/}
(35') 
(37a) 
(37b) 
を得る。ただし冗;/i) は冗;(K11,Ku)の Kit に関する偏微係数であり， Cu' 
は Ci(Iit)の litに関する微係数である。 (37a)と(37b)の両式から Ii と12が
求められるのであり，我々は冗jと Gの関数形を (a;,r;, 危邸 Ii を正定数と
して）
冗;(K,1,Ku)=aぷi,-r;;K;1—炉国 (j沼） (38a) 
6)ただし各企業は生産のナッシュ解についての相手企業の情報を認知し， 自己の資本
蓄積が相手企業の生産へ及ぽす影響を (31a)にて考慮に入れている。 ， 
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1 C;(Ij/)=出 lit+ー vJit2
2 
(38b) 
と特定して， (37)の体系を解こう。 (32')を考慮に入れ， (37)式を(38)の特定
化によって書き換えて整理すると，次のようになる。
lv;+/3、{1+ p8;2} P/3;8;] l !;1] = (a; {1 + p8;} -{3;8;{1 + p8;2} K;。―μ、J(39) 
¢必 v;+/3; !;2 a;-/3叫 K;o-μ;
(39)より所望のオープン・ループのナッシュ解が得られる。すなわち
fo= 
(a.;-μ り(vげ /3;)+函(a叩＋知;)-/3必{1+pv紅 }Ko
(vけ和）2+p咽糾 (40a) 
l;2= 
如―μ;)伍+/3;(1-8;))+/3郎 (pμ占ぷ;o)
(vけ和）2+p呪糾 (40b) 
いま数値例として
a;=0.4, /3;=0.l, μ;=0.3, v;=0.6, 8;=0.8, p=0.75 (41) 
を(40)へ代入すると，次のようになる。
!;1 =0. 447-0.199K;o 
fa=O. 092-0. 074K;o 
(42a) 
(42b) 
以上は T=2の場合であるが， 一般の場合には(37)の体系は次の T箇の式
の体系に変わる。
T 芦pt-18/一1冗;/i)-Ci'=O
iがーI8/-2冗;/i)-pC;z'=O
t-2 
(43) 
立1-1e/-T+I冗;/i)_ pT-zciT-11 =O 
t=T-1 
PT-I {冗;rCi)-C;r'} = O 
(43)の体系は Iil(t=l,2, ・， T)について解くことが出来て， これが一般的な
オープン・ループ型のナッシュ解であり， (42)の数値例のように， すべての
んが K;oに依存した形をとることになる。
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5. 複占企業の投資のフィードバック型ナッシュ解
つぎに複占企業が自己の投資を前期の資本状態に依存させて決めるが，相手
企業の投資行動を認知しないという，フィードバック型のナッシュ解について
考察する。前節での (32)~(36)の諸式に (38a)・(38b)の特定化を施した問題
を想定すると，それは(32)の状態式と(36)の初期条件の制約下において，
T 1 1 P戸工p'-1{a;K11―T;;恥—-(iぷ;,2-µ心ー一叫沿}(jゞ；i,j=l, 2) 
l=l 2 2 
(44) 
を最大化する I11(ic=l,2; t=l, 2, . , T)を Ku-1(i=l, 2)に線形的に依存さ
せる方式
位：）＝心こJ+d1 (45) 
で求めることである。ここに Ftに(2X2)行列， d、は 2元の列ベクトルであ
る。いま
叫I1']. K1==(氏、］， 年口）
I21 K21 d21 
(46) 
と置き， (44)式を i=l,2について行列表示して，（一1)倍すると
T 1― /31 0 
-P戸瓦か{[-a1,r12JK, 十百Kt'[。］氏
+[μ1, OJI,+½It'(悶ふ) I,} (47a) 
T 
贅＝品か{[r21,-a』K,+ふ叫ふ詑
1 0 0 
+[O, μ2JL+-It' 2 (。vJlt} (47b) 
と書ける。ただし Kt'と//はそれぞれ氏と 1tを転置した行ベクトルを示
す（以下同様）。更に
P1'=[ -a1, r12], P2写 [r21,-a』,m1'=[μ1, OJ, m2'=[0, μ2] 
11 
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Q,=[:。: ]. Q,=[ :〗 N1圭『。;: ]. M=[ : J (48al 
と記して，当面の問題は次の最小化問題へ転化しよう。つまり目的関数
T 1 1 I: pl-l{pぽ＋ー氏'Q;K,+m/I,+-It'N. 山} (i=l,2) (49) 
. t=l 2 2 
を，次の状態方程式(50)と初期条件(36')
K1=AK1-1+I1 い[佑〇
0 82 ]) 
(50) 
K。＝一定 (36') 
の制約の下に最小化するような Itの解を
I1=F1K1-1 +d1 . (45') 
のフィードバック則として求めることである。この問題の解は村田 (1985), 第
5節，定理3の公式を適用することによって得られる。すなわち
三）， ·N=[~二］ (48b) 
と置いて，
Fi=-(比+N)囁 A (51) 
炉ー(H1+N)→(wげm) (52) 
であり，ここに Ht,Wtなどを次のように定義する。
Ht= 
[ (1, O)CQ1 +PS11+1) 
(O,l)(Qけ PS21+1)J
(53) 
(1, 0) CP1 +Pr11+1) 
Wt=l J (54) 
(0, 1) (P2+Pr21+1) 
Su=(A + Ft)'(Q;+PS;1+1) (A+ Ft)+ Ft'NiFt'(55) 
ru=(A+F, が(p;+(Q;+PSu+1油 +Pru+1)+凡'(m;+N,心） (56) 
そして特に S;r-i-1とr;r+1を下記のものと置く。
SiT+1=[: : ], YiT+1=[ : J (57) 
12 
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(55)~(57)は i=l,2について定義されている。
t=Tの時の(51)と(52)は(53)・(54)・(57)と(48a,b)を用いて
??
、、
? ?
?
??
?
― ?
? ?
? ?
、、?
? ?
?
? ?
? ??
．と算定される。従って(45)式は t=Tのときに
―¢必l;T= K1T-1 + a; ―μ; 佑十1; 佑十I;
13 
(58) 
(59) 
となる(i=l,2)。
次いで t=T-1のときの(51)と(52)は， (57)・(58)を考慮に入れた(55)と
(56)から得られる S;Tと r;Tを， (53)と(54)へ代入した後に算出され，この
時の投資のフィードバック則は (i=l,2) 
/;T-1 
-p,o, . 
K1T-2 
釦＋
、 J/;(/3け— JI;)
/31+J11+PJ11812 
＋ 
a,(/3け— J/け和哨1,)-μ,(/3; + JI; ー がO,)
/3,(/3け— ll;)+J11(/3;+J11+P/31肝） (60) 
となる。以下同様に t=T-2,…,1の時の投資を時間逆行順に求めることがで
きる。
いま T=2の場合において(41)の数値例を用いて l;1と faを計算すると，
(60)と(59)より
l;1 =0.177-0.152K;o 
fo=0.143-0.114K;1 
を得る。そして
K;1=0.8K;o+l;1 
を(62)式へ代入すれば
!;2=0.123-0. 074K;o (61b) 
となる。 (61a)と(61b)はそれぞれ(42a)と(42b)に対比されるべきものである。
(61a) 
(62) 
(50') 
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6. 非負投資のオープン・ループ型ナッシュ解
これまでの投資決定方式は， (42)または(61)に見られるように，負値の投資
が解となる可能性を含む。このことを避けるために，
l1t:C:O (i=l, 2; t=l, 2, …, T) (63) 
の制約条件を追加しよう。また異時点間の利潤総額の現在価値(44)のほかに，
最終期の資本ストックについての評価額 bK;rを目的関数へ入れよう。従って
i=lの目的関数は次のように表される。
ふ)t-1 妬K,t-r12K21―晶K,l-弘—五I1l} +bKIT 
t=l 2 2 
・. (64) 
(64)の値を最大化するに当って， i=lの(63)条件が充たされ， (32)の状態式
が考慮に入れられなければならない。このような制約条件付きの最大化の方法
として Holmes(1968)の離散形最大原理を適用する”。
いま Qltを補助変数，知をラグラシジュ乗数として， t=l,2, ・・, Tについて
1 1 F,(t)=lー1{a,K,1-r12邸ー一P1K,,2-µif11-—巧I記｝
2 2 
+q11(8ぷ1-1+ 111-Ku)+如11 (65) 
と置き，次のラグランジュ汎関数凡＊を定義する。
T 
Fi*=I:: Fi (t) +bK1T (66) 
f=l 
当面の最大問題の解は下記の(67)~(69)の諸条件を充たさなければならない。
.l.11~0 (t=l, . , T) (67a) 
却111=0 (t=l, . , T) (67b) 
8ーF1*=O 
8/1 
(t=l, ・・, T) (68) 
7) luの解を求める時には， i=2の(32)式は関わりをもたないことが判るので，その
状態式を考慮に入れないで以下の分析を行う。Holmesの原理の解説は村田(1988),
第3節に在る。
14 
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(t=l, . , T) 
まず(68)より投資が
l1t= 
如十qlt 約
tー1 (t=l, ・・, T) 杓P リ1
と決まり，つぎに(69)より補助変数が
1 q11+1=-{q11-PH(a1-f11K11)} (t=l, . , T-1) 
(JI 
q1T=b+pT-I徊一f11K1T)
と決まる。ところで I11>Dの時には， (67b)を考慮して， (68')より
恥t嶋—叫>O
すなわち
q11//-l=μ1 
が得られ， lu=Oの時には同様に(67a)を考慮して
q11/lー1:s;:μ1
が得られる。いま補助変数の差分をとり， (70)を考慮すると
Aq11=q11+1―q1 (t=l, ・・, T-1) 
＝土{(l-ll1)q11-PH(a1-(:l1K11)} 
となり，従って Aq11=0が保持されるのは
1 
q11/PH= (a1-f11K11) 
l-ll1 
が成立する時で，もし
1 
q11/P1→ > (a1-f11邸）l-ll1 
ならば Aq11>Dとなり，逆ならば逆となる。
また状態変数の資本の差分をとり， i=lの(32)を代入すると
AK11=K11+1-K11 (t=l, ・;, T-1) 
16 
(69) 
(68') 
(70) 
(70') 
(71) 
(72a) 
(72b) 
(73) 
(74a) 
(74b) 
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=(01―1) K11 + 111+1・(75) 
となる。 l11+1>0の場合においては， (71)と(70)を考恵に入れた(75)は
如＝喜~pt +C;oし丑ー 1)K11―訊合吋
となるので， '1K11=0が保持されるのは
釦/pH=a1+PO化1-C/31-Pll必(l-01))K11
が成立する時で，もし
q11/ pH>a1 + pO追1-C/31-Pll必(l-01))K11
(76) 
(77a) 
(77b) 
ならば dKtt>Oとなり，逆ならば逆となる。 l1t+1=0の場合には (75)より
dKuは負値をとることが分かる。
以上の諸関係を描くのが図 2であり， ここに qq線は(74a)式を， KK線は
(77a)式をそれぞれ描き， qq線の上方（下方）では q1tは増加（減少）し， KK線
の上方（下方）では増加（減少）する。かくして両線で区切られた 4領域内で矢印
の運動方向が示されている。なお図の中での Ku*とK1けの値は
K11*= 
01 -pμl (1-01) 
¢げP巧(1-01)2 (78a) 
q11/pl-1 
a1/(l-81) じ
?
r 
K 
?
K,、tK1t 
図2 Ku と qu/P1—1 の位相関係
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K11 t,;, a1―μ1(1-p01) 
fi1 -pv必(1-01) (78b) 
である。
図2の位相関係から判断して， 最終の K1rが Ktt*の近傍に存在するため
には， qltの初期値 quを
a1 + P01.μ1 <qu <a1/ Cl→ 01) (79) 
の範囲内に採って， (71)·(32)·(70)を用いてそれぞれ ltt• K1,1• qlt+Iを t=
1,2, …， T-1の順に逐次的に求め，最後の q1rが(70')の q1rに一致しなけれ
ば，再び初期値 quを変更して前述の逐次計算を繰り返す。 その際の Kioと
bは所与である。もし(70)式による qirの値が(70')のそれと一致すれば，そ
の最終段階で計算された ltが最適な投資である。
例えば T=2の場合に qltの初期値 quを， (41)の数値を用いて上述の仕
方で求めると，
qu =O. 568-0. 0914K,o+O. 555b 
となる。この時(79)は
0.58<qu<2 
(80) 
(79') 
であり， K10=3,b=l. 5と置くと， qu=1.126となり， (79')の範囲内にある。
この例では最適な投資は次のように算出される。
Iu =1. 377, 112=2. 567 (81) 
以上の説明は i=lについてであったが， i=2についても同様である。当
面のナッシュ投資解は各企業が相手企業の投資行動に関係なく投資を最適化す
る結果であるので， 各 iについて別個に投資を決定する。 もしシュタッケル
ベック解を投資行動について求めるとすれば，例えばリーダーとしての企業2
の投資は企業 1の投資行動に関係して決定されるであろう。
7. 結
?
第4節以降では動的投資決定の三つのナッシュ解方式を，各期ごとに適用し
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て初期の段階での数値例を示した。そこに見られる投資額の差異は諸条件設定
上の差異に基づく。これらのいずれの条件を考慮すべきか，或はもっと別の条
件を取り入れたゲーム分析が必要かの問題は，個々の分析対象の性質に則した
最適の条件設定ということに帰着する。
引用文献
〔1〕 Fershtman, C. and E. Muller, "Capital Accumulation Games of Infinite 
Duration," Journal of Economic Theory, 33 (1984), pp. 322-339. 
(2〕 Friedman, J. W., Oligopoly Theory, Cambridge Univ. Press, London and 
New York, 1983. 
〔3〕 Holmes, W. L., "Derivation and Application of a Discrete Maximum Prin-
ciple," Western Economic Journal, 6 (1968), pp. 385-394. 
〔4〕 河合， N.,「投資決定を含むクールノー的複占市場の安定分析」．『季刊理論経済学』，
30(1979), pp. 150-159. 
〔5〕 Kydland, F., "Noncooperative and Dominant Player Solutions in Discrete 
Dynamic Games," International Economic Review, 16(1975), pp. 321-335. 
(6〕 Mino, K., "On Duopolistic'q'," Discussion Paper (Hiroshima Univ., Faculty 
of Economics), No. 2, 1985. 
〔7J Murata, Y., Mathematics for Stability and Optimization of Economic Sys-
tems, Academic Press, New York and London, 1977. 
〔8〕 村田， Y.,「離散的動学ゲームのフィードバック解」，『オイコノミカ』（名古屋市立
大学）， 22(1985),pp. 1-37. 
〔9〕 ，「二地域間動的投資配分の階層ゲー ム」， 『経済論集』（関西大学）， 38 
(1988), pp. 1-28. 
18 
